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　国民経済の展開の中で，交追の機能について論ずるという課題は，世紀的に渡る交通経済学上の主題で
あった。交通という概念の規定は，まさに，その課題に対する一つの予測的結論であることは忘れられて
はならない事柄である。それ故，交通の概念が単なる技術的な説明展開に終始していたのでは，その論議
の片半を成し得たに過ぎず，その意味では，「交通とは空間の克服」であるという定義はt，交通論展開上
では全ぐ不十分であると言える。交通経済学の使命は，そこに於いて，他の余半を埋めることに最大の任
務を見出しているのであって，また，それが最終の目的であるとも言えよう。
　交通経済は，「空間の克服」という技術的条件を基礎として経済条件によって制約される一つの独立し
た経済部門を構成すると見るのであるが，その展開が，技術的条件を前提として如何なる特性を有するか
という点で問題の展開が現実化してぐる。そして，その場合，それらの経済条件が，どのような基盤の上
に展開されているかということの設定が重要な問題となる。
　国民経済の展開の本質的要因をいずれに求めるかぼ，多数の理論の胚出を見ている。’しかしkがら，一
見して，一つの方法論として次のように理解することは，経済史の観点からして大きな誤りを犯していな
いのではないかと思われる。すなわち，「経済史は，技術の進歩を通じての生産性の増大への努力とその
実現への過程であり．それは特に十八世紀以後の産業革命を継期として飛躍的な段階へと進んでいった」
ということである。そして，蓋然的に，これをエ業化ということが許されるとすれば，われわれは，エ業
化という一つの概念を用いることによって，経済史の分析を行なうことが出来るのではないかと思われる。
この観点に立って，交通経済の本質もまたこのエ業化の中に決定的な要因を見出すことが出来るのではな
いかという予測の下に，以下の論議を進めていぐ。
　工業化という概念を一応上記の様に理解することから出発するとしても，しかしながら，一般に，どの
程度の限定を与え得るものであるかという点については，あまり明確な論議を見出し得ず，極めて概略的
にしか把握されているに過ぎないようであ為。従来．多く見られるものとしては，所謂，コーリン．クラ
ークの言う「ウィリアム．ペティーの法則」に準拠するものであり，産業構造をオー次，矛二次澄よび
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才三次産業の三段階に分類し，経済の発展は・オー次産業から・オニ次およびオ三次産業への主点の移行
にあるとするものの中で，その過程を，機械化，すなわち・生産性の技術的向上の結果であると理解する
というところに，国民経済の発展の中における工業化という概念の傾向を見出しているようである。　し
かし・工業化という概念を・機械化という点にのみ限定することは，妥当であるかという点が一つの疑問
となってぐるのであるが，この点について，W・G・ホフマンは，工業化概念を単刀直入に産業の発展の
主因として，それによって波及的に生み出される作用効果をも含めている点で注目に値する。
ホフマンは，機械化を基盤として・その展開の中で・消費部門から資本部門への重点化傾向をもって定義
して＄・り，それによって，生ずる社会組織に対する影響を指摘している。　しかし，いずれにしても，エ
業化という概念を，技術的な側面にのみ限定するならば，それは，生産機能構成が，経済の成長過程にお
いて，労働集約的な構成から機械集約的構成へと移行する過程を言っているものと理解して差支えないよ
うに思われる。それ故，ここでは，工業化という概念の意味を一応そのように理解して，論議を進めてい
くことにする。
　尚，本稿に訟いては・，特に，F．フォークト教授の所論を中心として展開して行く。
　教授は，交通組織の国民経済的意義を，交通組織の形成力（Gestaltungskraft）として固定化
し，経済の工業化過程の中に澄いて，交通組織は，如何なる展開を行kうかという点を詳註している。そ
して．その交通組織の形成力によって生み出される経済構造の空間的格差化過程（raumliche　Di－
ffcrenzierungsprozeβ　）を論じている。
　国民経済における交通組織の形成力
　（i）近代成長理論の中の問題点
　近代の，特に，J．M．ケインズ以後の動態的経済学の展開は，経済成長のモデルの設定をどのように
行なうかという問題が非常に重要視されてきた。その中で，多数の変動モデルが規定せらユてきたのであ
るが，それらのモデルの有効限界についての論議は，モデルの単純化という言葉の中に隠されて，応々に
して忘れられがちであったように思われる。近代の成長理論が，われわれの工業化概念¢理論杓基礎モデ
ルを提供するかという問に対しては，エ業化という概念は国民経済的に見る時，それは長期的成畏過程で
あって，あまりにも多くの要素によって影響されているように思われる。それに対して，所謂，成長モデ
ルが，投資による乗数効果という単一要素によって数学的に抽象化されているということは・，工業イ〔過程
において生ずる様々の変化を見落す危険性を持っている。「歴史的な工業過程の実際の経過は、かような
抽象化から………把握され，また，さるべきものではない」という見方は，工業化過程の複雑さからして
妥当な見解であろう。勿論，それらの成長理論は，一国の政策の理論的基礎を形造るという意味に澄いて
は，過去，多大の貢献をなしてきたことは否定出来ない事実である。それにもかかわらず，それらの成長
理論から，演繹的VC生み出されてきた結論と，実際の経済動態との間に多ぐの格差が見出されるのは，経
済の発展という総括的な概念を部分的抽象概念によって定義づけようとするところに多少の矛盾を生み出
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させる原因があるのではないかということは容易π予測のつくところである。いずれにしても，経済発展
の本質をエ業化という概念に置tOfc，われわれの課題に釦いて，それらのモデルは世界の各国のエ業化過
程に訟ける様々の相違の十分な解明を与えるには致っていないということは確かである。それに対して，
たとえ工業化過程に訟ける様々の格差化澄よび自己育成（Selbstnahren）過程の現象を，明らかに
し得ないという論議に対しては賛成し得ないとしても，しかし，「工業化という歴史的過程は，抽象化さ
れたモデルの中からよりも遙かに適った変数を見出し得る」という見解は，われわれの研究課題にとって
　　　　　　　　　　　　　　3の基本的な態度となるものである。　工業化過程は，純投資をその前提として，その度合を考える時，そ
れは，成長理論に最も接近することが出来る。しかしながら，工業化度という概念を設定したとしても，
それは、成長モデルでは、ある一定の限られfc条件の下においてのみ、その度合は同一であり得るという
ことが演繹され得るに過ぎないのであって，工業化過程における経済発展の史実を十分に解明し得るに致
っていないということが出来る。その意味で，先に述べたように，成長理論の限界という問題が，その理
論の現実的課題であるということが出来る。それ故，所謂，成長モデルを工業化過程における経済発展の
分析のために用いる場合には，その限界の問題として空間的格差化が吟味されなければならないはずであ
る。この経済の空間的構造の問題は，工業化の度合の分散という意味で極めて重要な要素であるにもかか
わらず，近代の成長理論の中で，ほとんど顧られなかったことは大き左疑問である。そして，この経済の
空間的格差の本質論の究明が交通組纈の国民経済的意義としての役割りの究明であるということは疑問
の余地のないところである。ltぜならば，仮設的にではあるが，経済発展の中で見られるエ業化の空間的
格差化は，交通組織に帰因するということが出来るからである。
　フォークト教授は，この交通組織の相違を交通組織の交通価値（Verkehrswertigkeit）と，
経済構造との適応性（Affinit冒t）によって規定し，経済の自己育成過程の根本的要因となる交通組
織によるエ業化過程の「内的過程」（inner　Vorgange）の吟味を行って訟り，その過程から，交
通組織の国民経済的形成力の概念の明確化を行っている。以下、それについて紹論する。
　（ii）交通組織の国民経済的価値尺度の設定
　叙上の如き工業化過程に訟ける国民経済的形成過程を観察するためは，従来用いられてきた分析手段の
吟束から始めなければならない。そして，その第r段階としては，交通組織の国民経済的価値尺度の決足である。教授
は，交通事業の国民経済中に占める規模，技術尺度としてのトン・マイル方式，そして，第三に，輸送費用による評価
をも取上げて，ヒれら三つの尺渡は，いずれも所定の目的に役立ち得ないことを示している。すなわち，第一に，国民
経済め中に占める交通事業数量を尺度として仮定した場合，交通事業は特に，技術的機能から数種の事業部門に分けら
れ，その規模k・よびその機能が全く異なるわげで，それらは一括して，目的の価値尺度とするためには，各交通
事業部門の事業数k・よび規模を均整するための変換尺度を必要とするはずであって，それ故に，この方法は
全く不適当であると言える。第二の方式においても類似したことが言える。なぜならぱ，トン．マイル概
念は，重量と距離にのみ交通の価値を見出しているからにすぎないのであって，技術能力の評価には妥当
するとしても，国民経適の中での経済価値としての評価を行なうためには全く不適当であると言わねばな
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らない．第三trc，輸送費用すなわち交通給付t，C対する代価の比較による方法についてtt・この方法は一見
して一般の経済取引における方式の援用であって妥当なように思われるが，しかし，経済の短期的且つ平
面的な比較を行なう場合は別として，長期的な経済の発展過程に訟いては，その歴史の各段階を比較する
場合，その段階ごとに価値尺度が異なるために発展過程rc・bける純正な評価を行ない得ない結果になる。
運賃の低下は，この手法によれば交通の国民経済的価値を低下させる原因として表わされるわけであるが，
事実として多くの場合，運賃の低下は交通組織の技術的．経済的向上の結果の現われであることは明らか
である。「長期的な発展過程に齢いて，国民総生産の中に占める交通部門の給付額の低下は，交通手段の
国民経済的意義の低下を示すものではなく，むしろ給付能率の向上を暗示している」ものであるというこ
とは忘れてはならない事実である。また，更に，運賃は極めて制度的色彩の濃いものであり，そのことか
らも、，交通の国民経済的価値尺度としては適当なものとは言えないようである。このように，以上三つの
尺度はいずれも一面的で，十分な機能を果し得ないとして，教授は，教授の所謂，交通価値と適応性の二
概念の設定を行っている．ここVC　．r交通価値とは極めて総括的な意味を含んで澄り，技術的．経済的両因
子のすべてを含むものであると理解されている。輪送量．速度．計測性．利便性．安全性．費用構造は，
その因子の主要なものであb，理想的形態に対しては，交通価値「1」を，その逆の場合を「ゼロ」とし
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の間に位するものとしている。さらに，「適応性」の概念によって，交通手段の輸送対象との結合関係を
表わしている。この概念は，交通価値が．その交通手段および交通組織の特性を示しているのに対して，
交通給付の需要側の評価によって規定される「輸送財貨に付着した特性」であるということが出来るま
　⑭交通組織の国民経済的形成力
　国民経済の発展は，工業化を通じ、ある一定の交通組織が充足されることによってのみ可能である。し
かしながら，交通組織が工業化過程を先行的に促進させるか，あるいはまた，その発達は経済の工業化過
程が生み出す派生的需要によって喚起されるものであるかという点については速断が避けられなければな
・らないし，また，「交通は交通を生む」（”Verkehr　schafft　wieder　Verkehr．“　）と
いう言葉もまたそのまま受容することの出来るものではなし～いずれがその原因であるかという問題は，
エ業化の過程の中で，現象的には様々の形となって示されるのであって，それを一方に求めるということ
は，むしろ全く無意味なことであると言って差し支えないであろう。われわれは，工業化過程の中で交通
組織の国民経済的形成力を論ずる時，すでにそこには見失なうべからざる一つの前提が横っていることを
認識しなければならない。すなわち，われわれの研究の目的は，交通組織を一つの個別経済要素として，
それを原因系とした国民経済の発展傾向の偏位法則を見極めようとすることにあるということである。
以下の教授の論述も，その仮定の下に観察するならば，われわれの所与の課題との錯誤は避けられるであ
ろう。所謂，相互作用というが如き論述は出来得る限り控えるぺきである。
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　　（所得効果，生産力効果および密集化乗数）
　工業化過程を通じての経済の発展は，言うまでもなく投資の拡大の中に大きな要因を見出し得る。こ
の点は，所謂，成長理論の大きく貢献しているところである。しかし，その成長過程にあって，それが
空間的に如何ように現象するかということが吟味されねばならないことは先きに指摘したところである。
鞭は，ある繍部門脚て投資が行なわれた場合姓ずる所騰（Eink㎜enseffekt　l
と生産効果（KapPazitateffekt）という二つの概念を用い，空間的格差を生み出す作用乗数と
して密集化乗数（Ballungsmultiplikator）を設定して吟味を行なっている。すなわち・
　ある一定の空間に訟いて，投資が行なわれた場合には，常に所得効果と生産力効果が生み出される。
オーに，所得効果というのは，投資によって生み出される所得の増大に対する作用を意味しており，そ
れは投資乗数の高さによって決定される。ここで問題になるのは，その投資によって付加的に生ずる所
得が，投下空間に澄いていかなる分布を示すかということであり，その効果の「分散作用」（Streu－
wirkung）である。ある空間にあっては，その効果によって，著しい密集化を生む一方，他方では，
その反作用として，相対的に投資以前よりも低い所得空間を形造ることになる。この場合，この分散
作用を生み出す原因は，第一に交通組織の分布に依存しているということは容易に想像のつぐところで
ある。鉄道建設の初期の時代には，その効果が特に顕著であった。所得効果は，一般には，投資の行な
われた場所において最も強く現われる。その性質から，これを「焦点」と呼ぶこと声できる。所得効果
は，その交通組織の交通価値の度合に従って，その焦点を中心にして，その価値が「ゼロ」になるまで
低下するということが先見的に言い得る。その意味で，分散の度合と，所得効果の度合とは，交通手段
の函数であるということが出来よう。それ故，所得効果は国民経済のエ業化の過程の中で，交通組織の
交通価値の向上と共に，その分散度合は，増大する方向に志向する。これを教授は，密集化乗数の第
二の要素としている。いわば密集化乗数とは，この場合，所得効果の函数になっているわけであって後
に述べている空間の格差化を生む原因となるわけで，ここに述べちれている「所得効果の場所的分散」
　（b’rtliche　Streuung）を形成する。この分散は，工業化の長期的発展過程の中で生まれてく
・る分業化に伴なう所得効果の増大と，地域的分業の増大によって変化を受けることになる。次に，生産
力効果は，近代の成長理論においては，投資による国民経済の実質資本高の変化の結果として理解され
ている。現在の目的にとっては，それが空間的にいかなる作用を示すかということを考慮しているかぎ
　りにおいて，その把握は首肯し得る。それ故，ここでは，この効果が，ある空間の中で如何に作用し，
立地にどのような変化を与え，それが国民経済の発展にどのような効果を示すかということが問題にさ
れている。その観点からすれば，生産力効果という概念は，その作用の空間的拡がりに関連して，資本
投下を行った空間にas・ける実質資本の拡大が空間の発展過程により大きな格差化を生み出すという点に
おいてエ業化過程の分析について意味のある効果を展開し得るわけである。生産能力の拡大によって，
平均費用が低下し，相対的有利性が向上することと共に，それを実現するための交通組織が存在してい
る場合に，この効果が現実化してくる。このことは，それによって生ずる格差化が実は潜在的にこの効
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果を生み出し得る能力のある立地にして始めて可能であるということを意味している。また一方では，
このような生産力効果を生み出し得ない条件にある空間にあっては投資活動が行なわれないことを予測
させる。その場合，他の事情にして等しい限b，輸送費に依存していることが言えるわけであり輸送費
にかkbの費用を必要とする場合には，限界費用逓減toよび平均費用の逓減の十分な利用が行ない得な
いからである。それ故，生産力効果の結果として生ずるこの空間的格差化は，所得効果の場合と同様に
交通組wa　q）交通価値の函数であるということができる。このことから，生産力効果の度合は，それ以前
の費用曲線の傾斜の度合に，依存しており，さらに交通組織の交通価値の間の差vaよって一層明確に空
間的な格差化が生み出される。この意味で「交通組織の交通価値の変化は，投資の生産力効果の実際に
して可能な結果の空間的限界を与える」と言えるとしている。以上の投資によって生ずる二っの効果の
交通組織による作用を通じて教授は次のような結論的叙述を行っている。すなわち，工業化過程におい
ては組織化された交通組織を前提としており，その組織はある空間の中に診ける従来の経済的発展可能
性を変え新しい発展過程を生む。その過程は，その空間が孤立的である程，密集乗数効果によってチュ
ーネン的空間構造を形成する。しかし他方に澄いて重要な交通組織から生ずる持続過程（FolgePr－
ozesse）の中にあるということである。このことは従来の立地論に澄いて取扱われてこなかった問
題である。交通組織の作用の特色を費用構造によってのみ明らかにし得るという見方は，十分に明らか
にすることはできないということである。特に国による交通政策はそのモデル的構造を大きぐ変形させ
る。しかし，実際の工業化過程を通じての国民経済の発展の中にあっては「その現象の中で交通組織の
国民経済的作用がはっきりとするのである。」このように教授は，投資に訟いて生ずる二つの効果は純
粋に空間的市場経済的には交通組織の価値の差によって空間的分散が密集化乗数によって生み出される
ことを示している。他方，その純粋理論分析の陥る欠陥は実に交通組織の作用から生ずる持続的過程の
中に変化法則が見出されねばならないと同時に，その交通組織によって生み出される発展衝動（Ent－
wicklungsimpulse）を抑制する作用を持つ国家の政策による制度的限界が考慮されなければ
kら友いというところにあるとしている。
　（交通組織による格差化過程）
　交通組織による所得効果と生産力効果への影響澄よび密集化乗数によって生ずる格差化過程が吟味さ
れなければ左らないわけであるが，その場合，その空間に澄いては技術的．経済的条件が均一であると
いうことを仮定することが吟味を明確にする上で適当なことと思われる。教授は，その仮定の下に分析
を行っている。
　一般にそのような仮定の下にあっては生産物の品質は等しぐ・また理想的な（交通価値「1」）交通
組織が満されていれば問題となる格差化は生じない。それ故，今の場合，格差化を生み出す第一条件は，
交通組織の交通価値に空間的な差が生ずる場合に発生することになる。新しい交通手段の付加によって
格差化の第一の刺激が生ずる。すなわち交通手段の建設それ自身が自からの投資によって所得効果と生
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一1020一
産力効果を生み出すことにより生ずる格差化と，他方その交通手段を用いることによって，他の経済部
門がより一層有利に所得効果と生産力効果を発揮し得ることによって一連の有利な地位を生み出す。そ
の結果，その空間の中で等しい費用構造を持っていた経済部門において様々な成長と費用曲線を引き起
こすことになる。また、その結果，それまで新投資を行なう条件になかった経済部門にtoV“ても，格差
化過程によって生ずる費用構造の変化から，他力的に利益を得る機会を与えられることになる。この場
合の尺度としては，所謂，所得についての「需要の弾力性」によって与えられる。これは，有効需要
（Kaufkaftige　Nachfrage）の尺度になる。これもまた距離に比例して低下する。ここに，
交通組織の価直の増大によって，その空間に生み出す交通組織の第二次効果が生み出される。交通組織
の変化は，この第二次効果過程を通じて他の経済部門に大きぐ波及し，さらに発展領域と空白化領域との
格差を一層強いものにしていぐということが言える。有効需要の増大は他の経済部門の投資活動を加速
度的に活発にさせる。この度合は，それ故，資本の限界給付能力（Grenzleistungsfahigk－
eite）が，所得についての需要の弾力性の函数として，有効需要の増大の範囲内で示されることに
なる。この第二次効果の過程は，先きに示した条件が満されている場合に訟いては，逓減的限界費用の
一層の利用を各経済部門を持たらすということであり，次の条件の満されていることを示している。す
なわち，その領域における限界費用曲線の低下の度合が有効需要の増大によって，その経済部門での輸
送費用の増大よbも大であるということこれである。さらにこの過程の中で発展領域と空白化領域との
企業間に集中過程（Konzentrationsprozeβ）が生み出されて格差化が強められる。以」二の
論述についてtt，先きの仮定が成立しないとした場合についても，一つの方向として交通組織によって
生み出される市場経済的形成過程が同様な型で示されるとしている。市場経済の構造が，このように交
通組織の変化によって加速度的な変化の過程を経験するということは注意されねばならない。ところで，
この過程が如何なる限界を持っているかということが触れられなければならないのであるが，この限界
は，限界費用の低下の段階内にあるということが言える。その低下によって平均費用の低下と輸送費用
とのバランスは，投資活動に訟ける生産力効果の空間的影響度を左右する。それ故，もし生産力の拡大
によって平均費用が増大するとすれば，経営規模による有利性は問題にされなぐなり集中過程も生まれ
なくなるわけで，交通組織の形成力は終りを致げる。
　交通組織によって持たらされる格差化は経済部門それぞれの平均費用tsよび限界費用の状態とその動
きに応じて様々に変動している。しかし，それはそれぞれの経済部門で永続的な固定したものではなく，
費用曲線は，それ自身，技術的．経済的事情の反映である。エ業化過程の中で経済発展の歴史は，それ
を如実に物語っていると同時にその中にあって交通組織は，その空間の中に澄ける諸経済部門に訟いて，
その費用構造，需要構造等々の同異にかかわらず，常にその過程を生み出しているのである。
以上の論述において，教授は「交通組織は全体的には既存の経済構造の従属変数である」という前提の
下に行なわれてきたということであり，それ故，交通組織それ自体について伺うならば，それは常に
「その時代の技術発展の函数である」ということができるということを仮定しているということである。
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　（交通組織の形成力によって生み出される経済構造の「自己育成」過程）
　交通組織の交通価値の向上は，その空間における工業化過程の発展の中にあって，特異な発展の衝動
を生み出す。その衝動を通じて，その空間における経済部門は「自己育成」の過程を生み出す機会を与
える。
　交通組織の形成力は，その空間内の経済部門の限界費用の状態によって所得効果の場所的拡大を引き
起こす過程を生み出すことによって達成されるのであったが，この過程は，他の経済部門に対して新た
な形の持続的過程に対する動因を与える。この過程によって，さらに新しい投資活動，技術の導入，逓
減的限界費用の一層の利用に対する刺激が生み出される。この過程をもって教授は「自己育成過程」と
名付ている。この過程の中で発展領域における所得は飛躍的に向上し需要を喚起する。自己育成の持続
過程として，費用構造の変化を「発火に．1　（zur　Zundung）導びき，その結果かような育成過
程は集中過程を拡大し，購買力を生み追加投資によって逓減的限界費用の利用を空間的により広い範囲
にわたって可能なものとする。このような一連の過程をエコー作用（Echowirkung）と呼んでts
り，多数の需要と所得の向上によb，生産能力の変化ばかりでなぐ「純粋に巨視経済的成長過程」を示
している。その衝動の発生が交通組織から生み出される場合には，空間的格差化効果を通じて格差利得
（differe　n　tial　Gewinne）を生み出す前提を形造ることになる。交通組織は，この利得を生み
出すことによb発展預域における自己育成過程を助長する促進力として作用する。このように自己育成
過程は投資によって生ずる刺激のエコー作用の大きさに依存しているわけであり，エ業化過程の自己育
成は技術進歩によって他の経済部門に訟ける衝動を生み出し新しい生産技術の革新的導入が実現される
場合には一層完全な形で示されることになる。交通組織は，その中で格差化の要因として作用し，自己
育成過程を波動的進行に向かわせる力となっている。自己育成過程は，交通組織の向上と共に，エ業化
の過程の中で「雪だるま式」（schneeballahnlische）に展開されていぐのであることを指
摘している。
　（エ業化過程において交通組織によって，生み出される発展過程）
　交通組織によって形成される発展過程は，ある限られた条件および空間の下に澄けるエ業化の本質を
仮定している。「般に工業化過程澄匠，技術の進歩は費用の低下を生み，品質の改良を持たらし，それ
に対する生産への動因を与えるものでなければならないはずである。特に発展領域内の密集空間に於け
る企業に対し「自発的」（autonomen）投資への意識を喚起するのに役立つ。それは投資の乗数過
程を生み出すが故に大きな意義を持っている。他方，空白化領域に澄いては，これらに対する必要な刺
激は，ほとんど失なわれているということであり，両者の格差が交通組織の差によってさらに深いもの
になっていぐことはすでに述べたところである。
　工業化という概念は，その意味で先の自己育成過程の不可避の条件であるといえる。その場合に示さ
れる労働力と機械力との代替関係はエ業化の現実的な様相を現わしている。交通組織の形成力は所得効
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果の集中とそれによる労働賃金の向上を導びく傾向にあるので、発展の中心地域では工業化が特に顕著
に現われる。それ故・交通組織の格差化効果によって生み出される経済構造の空間的構成は，資本集約
的な産業を持つ高度にエ業化された密集空間（発展領域）と，それに対して，労働集約的な構造を持つ
空白化領域の形を示すことになる。しかしftがら，これらの経済の空白的構成は，必ずしも格一的に交
通組織の状態によって形成されるということは言えない。なぜならば，経済部門に応じて，各空間的構
成は交錯しているのであって，ある経済部門にあっては発展領域であるものが，他の部門においては空
白化領域であることもあり得るからである。それ故，経済部門の発展度合が相互に類似した所得効果と
生産力効果を持っている場合には，全体的には，そ乳らの交錯から中立化現象（Neutralisieru－
ngserscheinung）が見出されることになる。しかし，かような現象は交通組織の空間的差異が
相対的に見て，各経済部門の費用構造に対して大きな役割を持ち得ない程度にわずかな状態にあるとい
う場合に限られる。それ故，この中立化現象は限られた空間領域内においてのみ見出し得るものと言え
る。この場合にあっても交通組織が工業化に一与える形成力の基本的作用は変るところのないものである。
この中立化現象を強化するのは，先に示した経済部門相互のエコー作用による自己育成過程の出現であ
って，それ故，交通組織に恵まれた発展領域内では，エコー作用は逆の作用を示すことになる。このこ
とは実際の工業立地に明確な境界を生み出すことを予測させる。このように考えていくと世界経済の中
で，このような条件が十分に満されているところ，すなわちエコー作用を得み出し得るようft領域は限
られているということである。ヨーロッパ西部，アメリカ合衆国北東部，日本というように，その中心
地帯はわずかの領域に限られており，この領域で重要生産の大部分が行なわれているということは，こ
のエコー作用を生み出す条件がいかに困難なものであるかということを示している。特に．後進国と呼
ばれる国では，工業化の問題は政策的な意味を持っているということは必然的なことであると言える。
その中で交通政策は最も重要なものであることは明らかである。交通組織が市場経済的視点に立って構
成されるとすれば，その格差化は一層強められることになると言えるからである。この様な状態は，十
九世紀から二十世紀にかけての世界⑰攻i通組織の拡大期に澄いて顕著に示された事実である。
以上のように，教授は，交通組織の国民経済的作用をエ業化の過程の中で把えることを目指している。
その中で，教授が工業化に経済の発展を見出す時，それは，それによって持たらされる「自己育成過程」
の促進であり，交通組織が，その過程に如何に作用するかという問題に主点が置かれている。そして，教
授は，その発展過程において，交通組織は所得効果と生産力効果に対する作用を通じて国民経済の成長過
程に対する衝動を自から展開する機能を持っていることを指摘する。その作用は，言うまでもなく事実問
題として空間的格差化過程となって現われている。その格差化過程から，さらに工業化の自己育成過程へ
の本質的な衝動の一つが生み出されるというところに教授の視点がうかがわれるのである。
　教授は，ある一定の空間において，交通組織を通じて生み出されるこの衝動を「交通組織の国民経済的
形成力」と呼び，所謂，教授の交通価値と適応性の変化は，それ以前に「特徴づけられた」（pragte，
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空間的な特異性を，その変化の範囲内で生み出される諸経済部門に対する自己育成へのエコー作用的衝動
によって平均化する傾向を生み出すことが，形成過程における交通組織の交通価値向上の工業化に対する
促進作用として認められるべきものであることを述べている。教授に訟いて，その場合に生み出される交
通組織の向上という意味は，その時点に診ける国民経済の工業化状態を基礎としているものであるが故に，’
それは経済の成長過程の変異の中において生み出されると同時に，それによって条件づけられることにな
る。それは，その成長過程の中で，よろしく波動的運動を示す。いわば，現実に示されるその波動運動過
程が，格差化過程を通じて交通組織の独自の動態の中で生み出される形成過程であるということができよ
う。
　教授が本論の中で主張するその格差化過程が，一方においてはエコー作用を通じて生み出される自己育
成過程を体験する発展領域に対して，他方va　tsいては，その発展領域の加速度的発展の反作用として急速
に経済的に空白化される領域が見出されるということ，そして，それが交通組織の構造によって決定的に
規定せられるというところに大きな問題点が見出されねばならない。この過程は，世界経済の中で見る時，
所謂，先進国と後進国との相対的格差化現象を見る場合に特に重要なものとなろうし，また，各国の経済
政策の中でどのように取扱われるべきかという問題に波及してくるはずである。ここに教授が指摘する
「交通組織は，高度に発展した国々のエ業化を特徴づけてきたように，また，他方においては，全体的発
展の中で後進諸国が，とb残されてきたという責任をそれが担っているように決定的な役割を演じている」
という言葉は，今日のその問題点についての一つの示唆ではないかと思われる。ただ問題は，われわれが
工業化という指標を経済発展の尺度とするにしても，それを具体的に現わす手段を応々にして欠くきらい
があるように，また，その不明確さのために生じてくる経済構造の空間的構造の明確な分析を得られない
ということによって，実際には，教授の示す格差化過程の中で，ある空間は如何なる地位を占めているか
ということの指摘は困難になっていると言えるというところにある。その意味で，その問題が解決されな
い限り，教授の「交通組織の形成力」概念もまた，近代成長理論の中におけるモデルの修正に留まるとい
うことになる。それ故，今後の課題として，エ業化という概念のよb十分な分析と規定のために努力がな
されなければならない。tた，教授の所謂，交通価値が実際には如何なる方法・尺度によって測定されるべ
きかという問題が残されている。これらの問題点がよb吟味されるならば，ここに示した所論の意味が十
二分に生かされるものになろう。
　注（1）Colin　Clark・The　Conditions　of　Economics　Progress・vol・2・
　　　pp．595～396，401，450～451．
　　（2）Walther　G．　Hoffmann．　Stadien　und　Typen　der　Industrialis－
　　　ierUng，1931・　SS・1～2・
　　（3）　Fritz　Voi　g．t．　Die　volkswirtschaftliche　Bedeutung　des　Ver－
　　　kehrssystems．　Verkehrswissenschaftliche　Forschungen，Schri－
　　　ftenreihe　des　Verkehrswissenschaft互ichen　Seminars　der　Uni－
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　　versltat　Hamburg，　Band　1，1960．　ss．60～64．
　（4）しかし，事実問題として教授の言うように，それらの因子の代替関係によって交通価値が規定され
　　るとしても，その代替関係を評価する価値尺度を何に求めるかという点が論議されていないように思
　　われる。示されている因子は，それぞれ質的に異ったものであるのであって問題が十分に吟味されて
　　いない（S．37参照）
　〔5｝　Fritz　Foigt．　a・　a．　0。　　ss．11～19．
　（6）この空間的格差を教授は，発展領域（Entwicklungsbereich），空白化領域（Ent1－
　　eerungsbereich）と分け，その投資によっては全く影響を受けない空間を無関係領域（In－
　　differenzbereich）と分類している。
　（7）密集化乗数は三つの要素からなるとしている。オーには，交通組織の適応性により，オニには，所
　　得効果により，オ三には，個人の生活水準と三つから構成されている。
　（8）この点は，A．ブレデールが「構造的政策（Strukturpolitik）として取扱っているとこ
　　ろである。Andreas　PredohL　Verkehrspolitik，1964．　ss．502　521．
　（9）　Fritz　Voigt．　a．　a．0．　ss。108　116，　120　122．
⑩このようk見方は，すでにアダム．スミスによって示されたところである。W．W．ロストウは，
　　これを「スミス的機能」と呼んでいる。W．W．Rostow．　The　Stages　of　Economic
　　qrowth，　a　non－co㎜unist　manifesto，1960．　p．55．
　⑳　一般に，革新技術の導入が行なわれると，その企業の費用構造が変化し新しい全ぐ違った費用曲線
　　を生み出す。J．A．Schumpeter．　Business　Cycles，a　theoretical，hist－
　　oricaI　and　Statistical　Analysis　of　the　Capitalist　Process，
　　1959．　pp．121　124．
　a勿　Fritz　Foigt．　a．　a．0．　ss．148　156．
　a3　この空間的構成は，地理学的には結節地域（nodal　region）という概念たよって示されよう。
　　それについての詳説については，D．ホイットルセイの次の論文を参照されたい。　Derwent
　　Whittlesey．　TheRegionalConcept　and　the　RegionalMethod，in
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　the　American　Geography，　lnventory　and　Prospect　．　pp．36～40．
　⑯　A．プレデールは，世界の交通の発展を経済の発展の中で三つに分けている。すなわち，1845
　　年以前の統合（Integration）期，1845年から1897年に致る拡大（Expansion）
　　期teよび，それ以後今日に渡っているオ三期を強化（Intensivierung）期と分けている。こ
　　の分類は，J．シュンペータ　一一・vaよって示された三つのコンドラチェフ波に従って分けたものである。
　　特にオニ期は，アメリカ合衆国の鉄道建設時代にあたっている。
a＄　FritzVoigt．　a．　a．0，　ss．1フ1～186．
⑯　Fritz　Voigt．　a．　a．0．　ss．511～512．
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